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(Edited by Hirowatari Seigo, Asakura Mutsuko, and Imamura Yoichi. Nihon 
Hyōronsha, 2013) 
 
本著は市民法学会を代表する一人であった、清水誠（1930 年 12 月 11 日～2011
年 1月 30日）の追悼記念論文集である。清水の本来の専門は民法学であるが、そ
の影響は市民法学を志向する多くの法学者・法律家に対し領域を超えて波及して
きた。また、市民法学の基礎理論研究における諸業績もさることながら、2011 年
に冤罪が確定した布川事件の支援に 1977 年より長年にわたって心血を注いでき
たことでも知られるように、自身が優れた市民運動家でもあった。 
 市民法学とは簡略に述べるならば、市民社会を規律する法体系を、市民社会の
変革を担ってきた市民の政治活動とその経済活動の所産として位置づけることか
ら、現代のありうるべき法体系を模索する学派である。「市民法」の概念自体は各
論者の理解により様々であるが、この市民法学に通底する理論上の問題意識をい
くつか指摘するならば、「市民とは何か」、「近代とは何か」、そして「資本主義と
は何か」などが挙げられるだろう。これらへの考察をもとに市民法学の体系を構
築することが、多くの論者の学問上の立場であるといえる。しかしまた市民法学
者に共通するのは、理論探求の根底に現代の社会・法体系に対する批判意識、そ
して現実に生起する様々な社会問題へのコミットメントの姿勢が見られることで
ある。清水誠はこうした市民法学の支柱の一つとして、その足跡を残してきた。 
 ジェンダー研究誌においてこの追悼論文集に触れることの意義、それはやはり
法学界の一翼を担ってきた市民法学論を紹介することで、ジェンダー論において 
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は懐疑的な目を向けられがちな「市民」そして「市民社会」の概念が、実際に法
学内部においてどのような影響を与えているかを紹介することに尽きるだろう。
実際、本書に寄稿している総勢 46人の著者は、法学の各領域において大きな影響
を与えてきた論者たちである。その広範多岐にわたる論考を一つ一つ紹介しまた
検討することは、紙面の制約においてもまた筆者の力量においても不可能である
ため、ここではさしあたって「清水市民法学」の基礎理論研究に関する内容の紹
介と、先に述べたような各概念におけるジェンダー領域との交錯・非交錯点につ
いて若干のコメントを述べるに留めたいと思う。 
 内容に入る前に、本書の構成について確認しておく。本書に収容されている各
論考や寄稿文は、下記のようにまとめられている。第一章で清水市民法学の意義
と検討に関するもの、第二章で清水が社会問題として重視していた公害・消費者
保護問題に関するもの、第三章と第四章で清水の学問的出発点でもある土地所
有・抵当権研究等に関わるもの、また最近の民法学における諸問題（ジェンダー
領域に関わる論考としては石井美智子「『デザイナー・ベビー』は許されるのか―
人間の法律学を目指して」）。第五章では、労働法・刑法・憲法の各論者による各
最新研究動向に関わるもの（ジェンダー領域に関わる論考としては戒能民江「職
場におけるセクシュアル・ハラスメントと労災認定」）、第六章では清水が取り組
んでいたアジアにおける法律家との交流事業や社会主義研究など、国際的側面か
らみた市民法学研究が紹介されている。 
 清水市民法学は、どのように描出されているか。篠原敏雄「清水法学の継承と
発展―『マルクス主義法学』でもなく『近代主義市民法学』でもなく」では、市
民法学における歴史的ファクターかつアクターとして重要な市民概念について、
清水がそれを純粋に理念的な概念として捉えていたことが示される（本書 91頁）。
清水によれば、市民とは、「ある社会が、その社会を構成しているすべての人の自
由、平等が保障されるべきであるという建前を有する場合に、その構成員を示す
概念」（清水誠『時代に挑む法律学―市民法学の試み』5 頁、1992 年）であって、
この市民は純粋に観念であり、「市民という人間がいるわけでもないし、市民でな 
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い人間がいるわけでもない」（『法と法律家をめぐる思索―続・市民法学の試み』
215 頁、1997 年）と位置付けていた。従って、「その理念に合致した実在の人間」
は結局のところ存在しないかほとんどいない」（清水誠「試論・市民法学からみた
二一世紀」『神奈川法学』36巻 3号 16頁、2004年）と認識していた点が指摘され
る。こうした清水の認識からは、清水市民法学における市民の概念は、過去のコ
ンテキストにおける市民の実像を描写しようという史的把握とは異なるものであ
ることがうかがえる。市民という概念そのものが理念型として捉えられ、それは
市民社会を築いたアクターとして過去にその行動を完結させた者ではなく、現在
に生きる人間に対する規範的イメージとして把握されている。市民は現在の人々
が目指すべきモデル・到達地点としての意義を投影されているのである。 
 このような市民によって設立される社会が市民社会であるが、篠原はここでも
清水が最終的に思い描くに至った市民社会の理念性を指摘する（本書 92 頁）。清
水はこの理念としての市民社会を「自由・平等・友愛（連帯）を約束事として成
り立っている社会、いいかえると、すべての構成員（市民）が自由・平等である
という前提と承認において相互の関係が結ばれる社会」（清水前掲 2004 年 6 頁）
としつつ、このような「近代市民社会は、この理念が世界の人びとの多くによっ
て支持され、承認され、その実現が望まれている社会である。その理念は、世界
的にはまだ実現されていない。また、まだ実現した国はない。しかし、その正し
さは、世界の人口の大部分によっても承認されている」（清水前掲 2004 年 7 頁）
としていた。そしてこの近代市民社会を支える市民法は、「全ての人の自由・平等・
友愛」という理念が「法規範的性質を帯びて発現したとき」、単に民法のような私
法領域だけでなく刑法や憲法など公法をも包摂する法領域において体系的に具現
化することになるという（清水前掲 1992年 6-7頁、本書 93頁）。 
ここで、「自由・平等・友愛」とは、フランス革命において掲げられた近代市民
原理である。この原理がその後の歴史的遂行の過程において（革命時点において
もだが）恣意的に運用され、また原理自体が資本主義の過剰（進展）によって失
墜してきたことは疑うべくもない事実だろう。もちろん清水自身もこの点は承知 
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しており、目的はフランス革命の美化にあるのではなく、「フランスの官公署の建
物の多くに『自由、平等、博愛』の標語が掲げられていて、それが数多くの無名
の人たちによって支えられ、守られてきたという事実の重みに深い感銘を受ける」
のであり（清水前掲 1992 年 2 頁）、この原理自体は「ほかに適当なものがないか
ら一応使わせてもらう」といった認識に基づくものであった（清水誠先生を囲む
座談会―市民法論をめぐって」『神奈川大学法学研究所研究年報』23 号 124 頁、
2005 年）。歴史的現実としての市民社会よりも原理自体を重視し、市民原理は市
民社会の基層をなすものとして支持され続けるべきとする、このような「未完の
近代プロジェクト」像においては、「近代」とそのアクターである「市民」、その
行動原理である「市民原理」は、現在のわれわれが目指すべき理念であるがゆえ
にこそまた現在を批判する視座として機能する。これは他の近代論者においても、
ある程度までは共通する傾向であるだろう。 
 以上のような清水の市民法学像を、篠原は「近代主義市民法学」と「マルクス
主義市民法学」の思想傾向を合わせもつものとして位置づける。篠原によれば、
「近代市民法学」は、理念化されたヨーロッパ市民社会モデルから、個人の自由
独立を妨げる日本人または日本社会における法意識等の後進性・封建的傾向への
批判を苛烈に論ずるという特徴がある。この立場の根底には、戦前のマルクス主
義講座派の見解、すなわち特に経済社会の動因である土地所有に絡まる日本的残
存封建制からの脱却、そしてこの残滓からブルジョア革命による脱却が行われて
初めて、眠れるプロレタリアートは目覚め社会主義革命の段階へ移るという二段
階論的認識の共有が見られるため、篠原はここに近代市民主義法学とマルクス主
義法学の重畳関係を指摘する（本書 89 頁）。そして清水市民法学を、日本国内に
おける人権批判の視座という点では正当かつ厳しい批判が行われるものの、未来
の社会主義段階における社会像が無邪気なものであり、現存社会主義体制内にお
ける人権批判の視座がほとんどみられないと批判する（本書 98-99頁）。また篠原
は、市民像における自律的かつ自由な個人という対国家・反権力的観点からのみ
市民像を描くのではなく、その市民自体がまさに国家へと接続する契機である「連 
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帯的協働性」、より具体的には国防等を通じた「国家に忠誠を誓う国民・市民」と
いう関係性も意識しなければ、現代日本の政体における民主・共和的要素を把握
することができないとも批判している（95-96 頁）。こうした指摘について、確か
に市民の系譜には私的利益より公共の利益に務める市民的徳（civic virtue）と、
その具体的発現の一つとしての国防義務などの共和主義的要素はあるが、篠原自
身も付言するように、日本のコンテキストから言えば第二次世界大戦の評価検討
（とりわけ道徳的清算が重要と思われるが）なくしては日本の市民の理念像とは
直ちになりえないだろう。また、祖国防衛義務を徳とする共和主義的市民像の歴
史的系譜が、日本の将来の国家・市民間の関係に規範として一貫して適用される
べきかどうかも別途の検討を要するであろうが、立ち入らず引き続き各論者から
みえる「清水市民法学」の紹介を行いたい。 
 吉井蒼生夫「神奈川大学時代の清水誠先生―清水市民法学に学ぶ―」において
は、教育者としての清水の寛容な人柄とともに、清水自身が退職に際し座談会（清
水前掲 2005年）において語った市民法学に関する問題意識が示されている（本書
63-64 頁）。それらをまとめれば、現実の資本主義社会に対し、全ての人の自由平
等を掲げる近代市民社会理念との乖離をどう捉え、また「人間の超時代的願望」
（清水前掲 2005年 126頁）とされるこの理念をどう充実させていくかが自問され
ている。ここで示される清水の後期思想においては、市民社会の理念の成立と資
本主義経済の進展は阻害関係というより相互規定的な関係にあると捉えられるよ
うになる（清水前掲 2004 年 9頁）。市民法の原理においてはやはり、「すべての人
の人格、生命、人生、一生は等価値である」（清水誠「市民法の劣化を憂える―民
法の「現代用語化」その他」『原島重義先生傘寿記念論文集―市民法学の歴史的・
思想的展開』7 頁、2006 年）という理念性が強調されるが、実際に近代市民社会
の理念を基に成り立っているはずの近代社会において、当の近代資本主義は「腐
敗堕落」してしまっている。こうして市民社会の理念もまた蔑ろにされ、市民法
は劣化する。この関係は皮肉なものだが、それでもこの理念へのアプローチは続
く。自ら「21世紀楽観論」と名付ける見識において、清水は「戦争勢力を封じ込 
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めた上で」という保留を付けつつ、21世紀が終わるまでには理念が現実に近づい
ているという予測を堅持するのである（清水前掲 2005 年 131頁）。 
 以上のような論者の描写から得られる清水市民法学の像は、「自由・平等・友愛」
という市民原理への深い信頼、そして、それがいかに現実に反映されてこなかっ
たかへの問題意識、またそのように望ましからざる現実に対し、理念として昇華
された市民原理を基準として現代の体制への批判を行うという性質が見られる。
加えて、この市民原理は批判原理としてだけではなく、現代を生きる人間が目指
すべき理想像としても機能しつつ、それが達成されるのは「未来のいつか」であ
って、過去にも現在にもその社会的実現は完遂されていないという未完の近代プ
ロジェクト像も見られる。こうした立場は、ジェンダーを基軸とし概念分析を行
う者からみると、どのように感じられるだろうか。 
 まずおそらくは、その前提原理である近代市民原理における「自由・平等・友
愛」というスローガンへの疑義が挙がるだろう。フランス革命期においてすでに
オランプ・ド・グージュがその男性中心主義的な虚偽性を『女権宣言』というパ
ロディを通じて告発したわけであるが、実際に自由と平等は男性の市民（人種・
階級・障がいの有無等でさらに差異化されるが）にのみ付与され、1804年のフラ
ンス民法典（ナポレオン民法典）における妻の法的地位は、財産権規定や家族内
の地位において不平等なまま留め置かれたことは周知の事実である。また、市民
的連帯の原理である「友愛」に関しても、その内実はホモソーシャルなブラザー
フッドであって女性はその連帯の埒外にあり、市民社会の原理はこの単一属性に
おける性集団の価値において営まれ続けてきたことも明らかになっている。 
 もっとも、市民原理の不徹底という点でいえば、それは清水においてもすでに
認識されているところではある。ただ、その要因を資本主義によるものか、ある
いは資本主義をさらに下支えているジェンダーに基づく価値規範によるものか、
どちらの影響を重視するかによって、市民原理そのものの維持に関する評価も異
なってくると言えるだろう。たとえフィクションとしても、全ての人の「自由・
平等・友愛」という理想が打ち立てられたという歴史的契機があって、しかしそ 
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れはその後の資本主義などのような阻害要因によって実現せず理想に留まっただ
けなのか、あるいはそもそもその原理自体がジェンダーの伝統的偏差において編
まれた原理であって、その後の阻害要因は市民原理の本質的性質を単によりいっ
そう暴露・強化しただけとみるか。おそらくジェンダーを分析概念として用いる
論者の多くは、後者の考え方に近いのではないか。最終的に目指す目的は、どち
らの立場においても「自由・平等」であるはずである（「友愛」については主観的
徳の話になるので一致しないだろうが）。だが歴史的事実としてジェンダーによる
偏見を確かに前提として成立していた、その意味で「手垢のついた」市民概念や
市民原理には、たとえ理念という位置づけであっても忌避感を覚えるがゆえに、
市民法学的思想とは結局のところ相容れないと判断する論者もいるだろう。 
 市民原理は理念であって、その意味で無内容な看板である。清水の言を使えば、
「絵に描いた餅」であり、歴史的虚偽性を免れない（清水前掲 1992 年 18-19頁）。
だが、それがゆえに放棄するのではなく、現実に生起する性差別は社会に内在す
る封建的・非合理的習俗や近代資本主義的疎外によって生じるものなのだから、
市民原理自体は普遍的理想であり続けることは可能であり、目指されるべきはそ
の普遍性の漸次的実現である、と考えることもできる。この場合、市民原理の始
源と適用の過程におけるジェンダー的偏差は不徹底の典型的範例として意識され
その克服を目指すことで、市民原理は来る新たな社会のメルクマールとしてなお
機能しうる。清水自身がジェンダーと市民法学との関係についてこのように語っ
ているわけでは決してないが、ジェンダー的批判を経てもなお近代市民原理を堅
持するのであれば、その理由には上記のようなものが考えられるのではないかと
思われる。 
こうした立場こそが、まさに楽観的かつジェンダー中立的であると感じられる
かもしれない。女性の政治的財産的平等を主な共通課題とした第一波フェミニズ
ムは、ある意味では近代市民原理の徹底を求めるものであったとも言えなくもな
い。しかし、法的諸権利の実現という形で達成された、その意味で市民原理の不
徹底の欠落を補った制度上の平等の内部には、その権利の社会的行使を阻む性別 
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役割分業等のジェンダー的偏差が残存し続けた。近代市民原理の徹底に自らの希
望の実現を仮託したフェミニストはここでもまた、近代市民社会の実態に裏切ら
れ失望することになった。「近代性」の中では捨象されがちなこの身体に刻み込ま
れたともいうべき期待への裏切りの感覚により、近代市民原理とその社会的価値
に依拠する限りはいかなる変革もあり得ないという結論も出て来るだろう。ラデ
ィカルフェミニズムの立場からすれば、近代とその市民的価値の所産である法そ
のものに対するオルタナティブこそが求められなければならない。従って、市民
法学的基盤に立つフェミニズムは結局のところ権力内フェミニズムとして、ある
いは否定的な意味でのリベラルフェミニズムとしての批判を免れない。既存の法
体制内で人権・自由をいくら主張しても、それはジェンダーに基づく差別を繰り
かえし産出する社会そのものの変革にはつながらない、という疑念はなお残るの
である。 
 筆者はこの問題についてどう認識しているかというと、役割分担の問題である
と考えている。これも確かに楽観的な考え方ではあるが、現に生起するジェンダ
ーに基づく差別を是正するのに、既存の法的・権力的言説を用いながらもその意
味内容を更新していく、いわば権力を利用することで達成できる平等もあるはず
である。しかし他方、日本においては未だ同性婚が達成されていないことなどに
典型的にみられるように、あるいはよりラディカルにマルチ婚の主張ないし結婚
制度それ自体の廃止の主張にあるような、市民法学的立場からはまだ十分な応答
のなされていない問題も生じている。だが、それをもって法／市民法へのアプロ
ーチはジェンダー論上忌避されるべき立場になるともいえない。確かに社会的行
為を通じオルタナティブを構築するというパフォーマティブな実践と、そのオル
タナティブのバリエーションを多かれ少なかれ制約する制度は、時として水と油
の関係となる（制度があるからこそかく乱すべきパフォーマティブな実践もある
と言えるが）。しかし、両立場を意識しながらあたかも剣が峰を歩くようなバラン
ス感覚が、ジェンダー論と法を接続する人間にとって特に求められているのでは
ないかと思っている。 
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 「市民」、「市民社会」という概念は、ジェンダー論上無批判には受容しえない
概念であるため、特にこれらの点についてのみ内容の紹介とコメントを行ってき
たが、上に挙げた論考以外に市民法に関する論考に言及すると、水林彪「『市民法』
の不全―わが国における『旧体制』の残存と克服の課題」においては、市民法が
一元的に社会を統治するという考えを発現できず、天皇制を基に構成された公法
とそれに従属する単に経済法たる私法という法継受の歴史が、現在も日本におけ
る市民法的秩序の徹底をむしばみ続けていると批判される。米村良一「『民法改正』
と『市民法論』」では、「市民法＝民法＝取引法」という民法の市民法的意義を縮
減する反市民法的思考が、新自由主義的経済秩序に適う「取引法」としての民法
を実現しようとする昨今の民法改正論へとつながっていることが指摘されている。
西谷敏「『市民』としての労働者と、労働者としての『市民』」では、市民労働者
論から、労働者の市民的自己実現を阻む企業社会への批判が行われている。   
このように、（清水）市民法学論が様々な論者に与えている広範な影響を本書か
らは読み取ることができるが、残念ながら書評として言及できた論者はごく一部
である。非常に浩瀚な追悼論文集という形式のため、一般に広く開かれていると
は言い難いものの、法学者が「市民法」というものをどのように捉えて来たか、
そしてそのような理念的立場が社会におけるどのような具体的問題へのコミット
メントに帰着しているのか、その一端を知るには絶好の書となっている。 
最後に、清水は市民社会のアクターである市民について、「市民」に代わる用語
の発見が必要といい、「庶民」（天皇・皇族も含め全ての人に市民登録制度が適用
された上での）という語を提唱している（前掲 2005 年 132頁）。この語は庶民が
もつ平和・民主主義の願望に期待を込めこれを生かすために選んだとされるが、
概念の深化はなされなかった。自身の市民法学の集大成期にあってより新しい人
間像を模索していたわけであるが、「市民」に代わる新しい用語、これがもし提唱
されていれば、ジェンダー論において論者によっては躓きの石となりうる「市民」
概念にはこだわらない新たな市民社会論が示されていたかもしれない。清水は
2011年 1月 30日、布川事件の冤罪確定（2011年 5 月 24日）を前にこの世を去る 
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こととなった。その後日本は東日本大震災とそれに誘発された原発事故に見舞わ
れ、また政治においては集団的自衛権が閣議決定による憲法解釈の変更により行
使容認へ舵を切るという立憲主義崩壊の端緒ともいえる事態が生じている。環境
問題そして自衛隊の海外展開など平和問題においても発言してきた清水が存命で
あれば、どのようなメッセージを遺しただろうか。清水はかつて、日本の現実は
「《自由・平等・友愛》にも《平和・民主・人権》にも遠く及ばない惨めな状態に
満ち満ちており」、「道徳貧国」としての「その醜さには目を覆いたくなるものが
ある」と述べているが（清水前掲 1997年 319頁）、晩年にも「市民法の劣化」を
危惧し続けていた。そして私たちは今、この「劣化」の只中にいるのだ。 
 
 
 
 
 
 
